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研究成果の概要（和文）：本研究は，地震が社会にもたらすインパクトを「震度曝露人口」によ

り定量化し，被災地域全体での被害総量を推定する新たな手法を開発するとともに，その評価

の流れの体系化・システム化を図ったものである．突発地震の即時的な震度曝露評価，想定地

震に対する事前の震度曝露評価および被害予測，さらには，全国の確率論的地震ハザード評価

に用いられるすべての想定地震による地震リスク評価を行い，提案手法の有効性を示した． 
 
研究成果の概要（英文）：This study aims at outlining the impacts of earthquake disaster 
in terms of Population Exposure to Shaking Intensity (PEX) and providing new 
methodologies for rapidly estimating damage caused by the earthquake disaster. 
Applicability of the proposed methodologies were validated through exposure analyses 
carried out for recent earthquake disaster, anticipated scenarios of megathrust 
earthquake disaster and all the possible earthquakes considered in the national 
probabilistic seismic hazard maps. 
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１．研究開始当初の背景 
わが国では，近年の被害地震で膨大な計測

震度データが蓄積されるとともに，地震ハザ
ード・リスク評価のための基盤データが整備
されつつある．計測震度を災害情報として正
しく理解し，高度に活用することは，今後の
地震防災上の重要課題と位置づけられる．研
究代表者らは「所定の震度レベルに曝される
人数」と定義される「震度曝露人口」を提案
し，マクロ的なインパクト評価に有効である

ことを示してきた． 
こうした中で，産業技術総合研究所は，地

盤の揺れやすさの全国マップと地震観測記
録の高速データ処理による広域震度マップ
(QuakeMap)の即時公開およびアーカイブ公
開を開始した．また防災科学技術研究所の地
震ハザードステーション(J-SHIS)では，地震
調査研究推進本部の「全国地震動予測地図」
の基礎データとして，想定地震の発生確率，
断層諸元，地盤増幅度，計測震度分布等を公
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開している．このように詳細データの利用が
可能になり，既往地震および突発地震による
震度曝露人口の即時推計と全国の地震リス
ク評価の展望が開けた．以上が研究開始当初
の背景である． 
 
２．研究の目的 
 本研究は，地震が社会にもたらすインパク
トを「震度曝露人口」により定量化し，被災
地域全体での被害総量を推定する新たな手
法を開発することを第一の目的とする．その
過程で，既往地震を対象として評価事例を蓄
積することを通じて，評価手法の体系化・シ
ステム化を図る．さらに，即時的に公開され
るハザード情報（計測震度分布）を，曝露評
価を通じて一歩踏み込んだリスク情報に変
換し，突発地震の即時的な被害予測につなげ
る．また，全国の想定地震による地震リスク
評価を行うシステムを構築し，全国のあらゆ
る想定地震を対象として，震度曝露人口によ
る網羅的な地震リスク評価を行うことを目
的とする． 
 
３．研究の方法 
 本研究課題の背景と目的を踏まえて，次の
項目を実施する． 
(1) まずデータ基盤整備として，震度曝露人
口推計および地震リスク評価に必要な各種
データを網羅的に収集し，データ相互の参照
コードを整合させることによってデータベ
ース化して，一元的に管理する． 
(2) 「データ入手，加工，マッチング，震度
曝露人口推計，被害総量推定，地震リスク評
価」のデータ処理の大半を自動処理化するシ
ステムの流れを実現する．これにより震度曝
露人口および被害総量の早期評価を可能と
する．なお具体的な被害項目としては，供給
系ライフラインの被害・復旧プロセスを代表
例とする． 
(3) 既往地震および突発的に発生する地震
の広域計測震度分布を用いた震度曝露人口
推計を行う．具体的には，産業技術総合研究
所により開発された QuiQuake のアーカイブ
機能と即時公開機能を用いて，広域計測震度
分布を取り込んだ後，上記(2)の流れに沿っ
て評価を行う． 
(4) 社会的にインパクトの大きい想定地震
については，適宜，内閣府等の想定実施主体
から計測震度分布を入手し，上記(2)の流れ
に沿って評価を行う．具体的には，南海トラ
フ巨大地震を対象とした． 
(5) 震度曝露人口による網羅的な地震リス
ク評価を行うため，地震調査研究推進本部の
「全国地震動予測地図」の基礎データとして
防災科学技術研究所の J-SHIS（地震ハザード
ステーション）で公開されているデータを用
いた評価を行う．震源断層を特定した地震な

らびに震源を予め特定しにくい地震のすべ
てを対象として，「切迫度-影響度（P-PEX）
関係」および「地震リスクカーブ」による評
価を実施する． 
 
４．研究成果 
 
(1)地震動マップ即時推定システム QuiQuake

を用いた震度曝露人口の推定 
 地震後の災害対応を適切かつ円滑に進め
るためには，地震直後の段階で被災規模を推
定することが重要である．(独)産業技術総合
研究所は，面でとらえた広域で詳細な地震動
の揺れを推定する「地震動マップ即時推定シ
ステム(QuiQuake)」を開発し，その一部であ
る QuakeMap をウェブ上に 2009 年より一般公
開している．このシステムは，(独)防災科学
技術研究所の強震観測網（K-NET, KiK-net）
で観測された地震記録を用いて，地盤のゆれ
やすさを考慮して速やかに空間補間計算を
行い，広域かつ詳細な地震動マップを推定・
図示するものである．本研究では，この
QuiQuake の即時利用により，震度曝露人口を
即時推定するシステムを構築した． 
 QuiQuake には，1996 年 6 月以降に記録さ
れた地震に関する地震動マップ（計測震度，
最大地動加速度 PGA，最大地動速度 PGV）が
作成されてアーカイブ化されており，任意の
地震動マップをダウンロード可能となって
いる．本研究では，1997～2011 年の 15 年間
に発生して震度6弱以上を観測した主要な33
地震を対象として，QuiQuake から計測震度分
布データをダウンロードして集計を行った． 
 東日本大震災をもたらした一連の地震の
うち，東北地方太平洋沖地震（2011 年 3 月
11 日，Mw=9.0）と 3つの主要地震（余震およ
び誘発地震）を対象とした結果を図 1に示す．
ここに示すのは，推定震度のばらつきを考慮
して正規分布密度関数（μ=0，σ=0.45）の
ウィンドウにより平滑化した結果である．こ
の他，2004 年新潟県中越地震，2007 年新潟
県中越沖地震主要被害地震を対象として震
度曝露人口の推計により，得られた結果をア
ーカイブ化した．被害地震のイメージは当該
地震における最大震度で固定化されがちで
あるが，これらの結果により，揺れの広がり
による空間的な影響度合いを比較・考察する
ことができると考えられる． 
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図１ 東日本大震災に関連する主要 4地震の 
震度曝露人口 



 
(2) 南海トラフ巨大地震の震度曝露評価と

即時被害予測への応用 
内閣府に設置された「南海トラフの巨大地

震モデル検討会」は 2012 年 3 月，南海トラ
フの巨大地震を想定した 6ケース（強震波形
計算による基本・東側・西側・陸側の 4ケー
ス，経験的手法，最大ケース）の推定震度分
布を公表した．これを用いて本研究では，メ
ッシュ人口データと重ね合わせて震度曝露
メッシュと震度曝露人口を推定し，想定ケー
スの比較検討およびライフライン被害・復旧
予測への適用を行った． 
 6 ケース（強震波形計算による 4 ケース，
経験的手法，最大ケース）の推定震度分布と，
平成 17 年度国勢調査によるメッシュ人口デ
ータとを重ね合わせて，震度曝露人口を推定
した．図２に示すように，ケースにより異な
るものの，計測震度 5.3～6.0 および計測震
度 4.4～5.1 の範囲に曝露人口が集中してい
る．近畿圏や中京圏が前者の範囲に，首都圏
が後者の範囲に含まれるためである．震度 6
弱以上（計測震度 5.5 以上）に曝される人口
は，全ケースで 2,000 万人以上となるが，ケ
ースによる差異は大きい．高震度側では最大
ケースは陸側ケースにより支配されている
ことがわかった． 
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図２ 南海トラフの巨大地震による 

震度曝露人口のケース別比較 
 
(3)ライフライン被害・復旧予測への応用 
即時的被害推定システムの構築に向けて，

兵庫県南部地震の被災事例に基づいて構築
された「供給系ライフライン被害・復旧予測
モデル」に改良を施し，震度曝露人口の推計
結果との結合を図ることによって，ライフラ
イン被害・復旧予測への応用例を示した． 
まず，前述の(1)で行った東日本大震災を

対象事例とした震度曝露人口に基づいて，停
電・断水・都市ガス停止の被災人口およびそ
の復旧プロセスの事後予測を行った．実被害
データとの比較から，良好な推定結果が得ら
れることを確認した．そのうえで，南海トラ
フの巨大地震の被災地域を対象としてモデ
ル改良を施し，震度曝露人口の推計結果との
結合により被害・復旧予測を行った．図３に
は一例として，断水の解消過程の推定結果を

示す．この結果に示すように，想定ケースや
地域によって被災規模や復旧過程が異なる
ことが，震度曝露人口の推定を通して把握で
きることを示した． 
 

 

(a) 全国対象，ケース別 

 

(b) 東海４県別，基本ケース 
図３ 断水人口の解消過程の推定値 

 
 東日本大震災におけるライフライン被害
では，発電所，ガス製造設備，下水処理施設
など，拠点施設・基幹施設の被災が大きな影
響を及ぼした．上述の「供給系ライフライン
被害・復旧予測モデル」は，こうした効果を
明示的に考慮したものではない．本研究では，
ライフライン被害・復旧予測モデルの推定精
度を高めることを目指し，全国の発電所，製
油所，LNG 基地，浄水場を対象として，位置
情報・管理事業者・施設容量などに関するデ
ータベースを整備した．これを用いて南海ト
ラフ巨大地震による震度曝露量を推定し，任
意の震度レベルに曝される総施設容量を読
み取るチャートを作成した．その一例として，
図４に南海トラフ巨大地震の基本ケースの
震度分布を用いた場合の，火力発電所の認可
出力(MW)の震度曝露を示す．地震後，即時的
に得られる震度分布による拠点施設・基幹施
設の曝露評価を行い，さらに，これに基づい
て迅速に実被害状況を把握することによっ
て，推定結果の逐次更新を行い，予測精度を
徐々に高めることが期待される． 
 
 



 

(a) 推定計測震度と認可出力(MW) 

 

(b) 推定計測震度と認可出力累計値(MW) 
図４ 火力発電所の震度曝露分析 

 
(4) 確率論的地震動予測地図の作成に用い

られる全地震モデルに基づく地震リスク
評価 

 政府の地震調査研究推進本部は 2005 年よ
り全国地震動予測地図を公開しており，(独)
防災科学技術研究所では「地震ハザードステ
ーション(J-SHIS)」を通じて関連情報を公開
している．2012 年度版確率論的地震動予測地
図は，2011 年東北地方太平洋沖地震（Mw=9）
の教訓を踏まえて，様々な面で改良が加えら
れたうえで2012年12月21日に公表された．
本研究では，震度曝露人口に基づく地震リス
ク評価システムのコンテンツの一環として，
2012 年度版確率論的地震動予測地図の作成
に用いられたすべての全地震モデルを対象
として評価を行った．具体的には，震度分布
と人口分布を重ね合わせて震度曝露人口
（ PEX: Population Exposure to shaking 
intensity）を求め，30 年地震発生確率(P)
と合わせた「切迫度-影響度（P-PEX）関係」
と，それに基づく地震リスクカーブによりリ
スク評価を行った． 
 内陸活断層地震に関しては，主要活断層帯
による地震 181 ケース，その他の活断層によ
る地震 168 ケース，震源断層を予め特定しに
くい地震 約 17.3 万モデルを用いた．海溝型
地震に関しては，震源断層を特定した地震 22
ケース，震源断層を領域で特定できる地震 21
ケース（震源位置およびマグニチュードの不
確定性を考慮した 2211 ケース），震源断層を
予め特定しにくい地震 約 57.7万モデルであ
る．両者をあわせて約 75.3 万モデルを対象

とした． 
 内陸活断層地震の震度 6弱以上の「切迫度
-影響度（P-PEX）関係」を図５に示す．横軸
の震度曝露人口 PEX は影響度，縦軸の 30 年
地震発生確率は切迫度に相当し，図の右上に
位置するほどリスク水準が高いことを意味
する．全般的には主要活断層帯による地震
（赤色○）のリスク水準が高く，その他の活
断層帯，震源断層を予め特定しにくい地震の
順となっている．海溝型地震の震度 6弱以上
の P-PEX 関係を図６に示す．震源断層を特定
した地震（赤色○）のリスク水準が高く，想
定東海地震の単独発生（30年発生確率 56.0%，
震度曝露人口約 1,000 万人）や南海～東南海
～想定東海3連動地震（震度曝露人口が3,000
万人以上）など，右上に並ぶ 6地震はいずれ
も南海トラフ沿いの地震である． 
 これらすべての地震（陸域＋海域）のリス
クカーブを図７に示す．海溝型地震のリスク
カーブ（実線）は内陸活断層地震のそれ（破
線）よりも右上に位置し，相対的に高いリス
ク水準にあると言える．ただし，震度 6 強以
上および震度 7 を対象とした結果によると，
低確率領域での震度曝露人口は，内陸活断層
地震で極めて多数となり，低頻度巨大災害の
リスク要因として重視すべきであることが
明らかとなった． 
 日本周辺では陸域と海域において，発生確
率，地震規模，影響度など，様々な面で異な
った特徴を持つ多数の地震のリスクに曝さ
れている．本研究における検討は，すべての
震源を考慮した網羅的な分析であり，地震リ
スクの総合的な検討として有意義と考えら
れる． 

 

図５ 内陸活断層地震の P-PEX 関係 
（震度 6 弱以上）  



 

図６ 海溝型地震の P-PEX 関係 
（震度 6 弱以上） 

 

図７ すべての地震のリスクカーブ 
（震度 6 弱以上） 
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